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平成２６年における「人権侵犯事件」の状況について（概要）

～人権侵害に対する法務省の人権擁護機関の取組～

法務省の人権擁護機関（以下「人権擁護機関」という。）は，人権侵犯事件調

査処理規程（平成１６年法務省訓令第２号，以下「処理規程」という。）に基づ

き，人権侵害を受けた者からの申告等を端緒に人権侵害による被害の救済に努め

ている。

平成２６年（暦年）における人権侵犯事件の取組状況は，以下のとおりである。

○新規救済手続開始件数 ２１，７１８件 （対前年比３．２％減少）

○処理件数 ２１，７１８件 （対前年比２．０％減少）

【新規救済手続開始件数からみた特徴】

① インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件の増加

１，４２９件（対前年比４９．３％増加）

② 差別待遇に関する人権侵犯事件の増加

８６９件（対前年比３７．９％増加）

③ 社会福祉施設に関する人権侵犯事件の増加

２４６件（対前年比１８．３％増加）

１ 人権侵犯事件数（開始件数・処理件数）の動向

(1) 開始件数（図１）

新規に救済手続を開始した人権侵犯事件数は２１，７１８件であり，対前

年比で７１９件（３．２％）減少した。

（内訳）

◆ 公務員等の職務執行に関する人権侵犯事件数が５，９６５件（対前

年比９１０件 （１３．２％）減少）

◆ 私人等に関する人権侵犯事件数が１５，７５３件（対前年比１９１

件（１．２％）増加）

(2) 処理件数（図２）

処理した人権侵犯事件数は２１，７１８件であり，対前年比で４５４件

（２．０％）減少した。

（内訳）
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◆ 公務員等の職務執行に関する人権侵犯事件数が６，３２０件（対前

年比２９９件（４．５％）減少）

◆ 私人等に関する人権侵犯事件数が１５，３９８件（対前年比１５５

件（１．０％）減少）

処理内訳別にみると，措置の内容としては，「援助」（注１）が２０，１０５

件（全処理件数の９２．６％）で最も多く，次いで「要請」（注２）が６９５件

（同３．２％），「説示」（注３）が４５５件（同２．１％），「調整」（注４）が３７

件（同０．２％）となっている。

このほか，「措置猶予」（注５）が１０件（同０．０５％），「侵犯事実不存在」

が１０件（同０．０５％），「侵犯事実不明確」が６４９件（同３．０％），

「啓発」（注６）を行ったものが１５８件（同０．７％）ある。

（注１）法律上の助言を行ったり，関係行政機関や関係ある公私の団体等を紹介する

こと。

（注２）被害の救済又は予防について実効的な対応ができる者に対し必要な措置を執

るよう求めること。

（注３）相手方の反省を促し善処を求めるため事理を説き示すこと。

（注４）当事者間の関係調整を行うこと。

（注５）事案の軽重や反省の程度，懲戒の有無等を考慮して措置を講じないこと。

（注６）事件の関係者や地域社会に対し，人権尊重に対する理解を深めるための働き

かけを行うこと。

(3) 特別事件

新規に救済手続を開始した人権侵犯事件数のうち，特別事件（処理規程第

２２条に規定されている重大な人権侵犯事件）の件数は１，８３１件で，前

年に比べて２３１件（１１．２％）減少した。

２ 人権侵犯事件の類型別新規救済手続開始件数の動向

(1) 暴行・虐待事案（図３，４）

暴行・虐待事案は４，１３４件（対前年比７．１％減少）で，全事件類型

別の中で最も多く全事件数の１９．０％を占め，依然として憂慮すべき状況

で推移している。

(2) 学校におけるいじめ事案（図３，５）

学校におけるいじめ事案は３，７６３件（対前年比６．７％減少）で，全

事件数の１７．３％を占めている。

(3) 住居・生活の安全関係事案（図３，６）

住居・生活の安全関係事案は３，２５６件（対前年比０．３％減少）で，
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全事件数の１５．０％を占めている。

このうち，相隣間における騒音等の相隣関係から生じる事件の割合が５４．

５％（１，７７３件）と半数を占めている。

(4) 強制・強要事案（図３，７）

強制・強要事案（注）は２，３２７件（対前年比１９．６％減少）で，全

事件数の１０．７％を占めている。

（注） 強制・強要事案とは，家庭内における強制・強要やセクシュアル・ハラスメ

ント，ストーカー行為等を含む。

３ 新規救済手続開始件数からみた特徴

(1) インターネットを利用した人権侵犯事件（図８）

インターネットを利用した人権侵犯事件は１，４２９件（対前年比４９．

３％増加）で，前年に引き続き過去最高（注）となった。

(2) 差別待遇事案（図９）

差別待遇事案は８６９件（対前年比３７．９％増加）となった。

(3) 社会福祉施設関係事案（図10）

社会福祉施設関係事案は２４６件（対前年比１８．３％増加）で，過去最

高（注）となった。

（注）平成１３年から実施している現行の統計報告要領において，過去最高になる。

４ 添付資料

(1) 平成２６年中に法務省の人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例（別

添１）

(2) 「人権侵犯事件」統計資料（平成２６年）（別添２）

(3) 「女性の人権ホットライン」統計資料（平成１７年～２６年）（別添３）

(4) 「子どもの人権１１０番」統計資料（同上）（別添４）

(5) 新規救済手続開始件数からみた特徴（別添５）

(6) 東日本大震災に関する法務省の人権擁護機関の取組状況について（別添６）
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（別添１）

平成２６年中に法務省の人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例

（暴行・虐待事案）

事例１ 母親の交際相手による子に対する性的虐待

特別支援学校の女子生徒が休日に寄宿先から自宅に帰省した際，母親の交際

相手から性的虐待を受けているとの相談が，同校の教員から寄せられたことを

端緒に，調査を開始した事案である。

法務局は，速やかに障害者虐待防止センターに通報し，その後，本件の対応

策を協議するために法務局も参加して開催されたケース会議において，被害者

の休日の宿泊先等が確保された。

後日，法務局が学校等に被害者の状況を聴取したところ，被害者の宿泊先は

引き続き確保されていること，学校卒業後は作業所に勤務していること，自治

。（ 「 」）体等による見守りの体制が整えられていることが確認できた 措置： 援助

（名誉毀損事案）

事例２ インターネット上の名誉毀損

インターネット上の動画投稿サイトに，中学生の子どもの学校名，学年及び

氏名を特定した上で 「汚い 「死ね」などと中傷する内容の動画が掲載され， 」

ているところ，学校から当該動画投稿サイトに本件動画の削除を依頼したが削

除されなかったとして，親から法務局に相談がされた事案である。

法務局で調査した結果，本件動画の掲載は被害者の名誉を毀損するものと認

められたため，法務局から当該動画投稿サイトの管理者に対して削除要請を行

った結果，本件動画は削除されるに至った （措置： 要請 ）。 「 」

（プライバシー関係事案）

事例３ インターネット上のプライバシー侵害

インターネット上の掲示板に，女性が自らＳＮＳ（ソーシャル・ネットワー

キング・サービス）上に掲載しその後削除した自身の性的な写真が，氏名，年

齢等とともに掲載されているところ，プロバイダに対して削除を依頼したが削

除されなかったとして，法務局の相談電話「女性の人権ホットライン」に相談

がされた事案である。

法務局で調査した結果，本件掲示板の情報は，被害者のプライバシーを侵害

， ，すると認められたため 本件掲示板の管理者に対して削除要請を行ったところ
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一部の情報については削除されたものの，その余の情報については削除されな

かった。

そこで，法務局から，重ねて，本件掲示板の管理者に対して削除要請をした

結果，当該情報は全て削除されるに至った （措置： 要請 ）。 「 」

（差別待遇事案）

事例４ 駅員による車椅子利用者に対する乗車拒否

車椅子利用者が電車に乗車しようとした際，駅員に乗車の補助を依頼したと

ころ拒否され，さらに，車椅子利用者の乗車自体を拒否する旨の発言をされた

として，介助していた親族から法務局に相談がされた事案である。

法務局が鉄道会社から事情を聴取したところ，当該駅員が，車椅子利用者が

鉄道を利用する際には事前の連絡が必ずあるものと思い込んでいたとの説明が

あった。

法務局が確認したところ，鉄道会社は謝罪の意向を有していたことから，そ

のための話し合いの場を設けた。その話し合いの場において，鉄道会社が相談

者に対して謝罪するとともに，再発防止に取り組んでいくことなどの意向を示

し，相談者側の納得が得られた （措置： 調整 ）。 「 」

事例５ 精神障害を理由とするスポーツクラブの入会拒否

申告者がスポーツクラブに入会申込をしたところ，精神障害を理由に入会を

拒否されたとの申告を受け，調査を開始した事案である。

法務局が事情を確認したところ，スポーツクラブ側からは，精神障害がある

方については，受入れ体制が整っていないことなどから，一律に入会を拒否し

ているとの説明があった。

そこで法務局が，専門医の意見等をスポーツクラブ側に提示の上，精神障害

を理由に一律に入会拒否することについての人権上の問題を指摘し，再考を促

した結果，スポーツクラブ側は方針を改め，個別の事情を考慮して入会の可否

を判断する取扱いに変更した （措置： 援助 ）。 「 」

事例６ 同和地区出身であることを理由とする差別

同和地区出身であることを理由として交際相手の両親から結婚に反対された

との申告を受け，調査を開始した事案である。

法務局が交際相手の両親から事情を聴取したところ，申告者が同和地区出身

， ，であるため結婚に反対していると認めたため 法務局は交際相手の両親に対し

啓発資料を用いて同和問題に対する理解を深めるように働きかけ，また，同和
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地区出身であることを理由に結婚に反対する旨発言したことは不当な差別であ

り，申告者の人格を傷つける人権侵害であるとして，今後は同和問題に対する

正しい理解を深めるよう説示した （措置： 説示 ）。 「 」

（社会福祉施設関係事案）

事例７ 障害者支援施設の職員による虐待

障害者支援施設の職員が，利用者に対し，馬乗りになって殴るなどの暴行を加え

たとの内容の新聞報道を端緒に調査を開始した事案である。

法務局が本件施設の管理者等に事情を聴取したところ，本件施設の職員が利

用者に暴行を加えた事実が認められた。

そこで法務局は，本件施設の管理者に対し，施設職員に対する監督，指導を

， 。徹底するなど 同種事案の再発防止に向けた適切な措置を講ずるよう要請した

（措置： 要請 ）「 」

（体罰事案）

事例８ 高等学校における体罰

高校生の生徒が，学校の教員から体罰を受けたとして，親から法務局に相談

がされた事案である。

法務局が当該教員を含む学校関係者らから事情を聴取するなどしたところ，

当該教員が自己の指導に従わなかった生徒に対し，その頬や頭を平手や拳で多

数回殴るなどした事実が認められた。また，当該教員は過去にも体罰を行った

ことにより法務局から説示を受けていた。

そこで法務局は，当該教員に対して，その反省を促すため，本件行為が生徒

の権利を侵害するものであり，二度と同様の行為を行うことのないよう勧告し

た。また，本件体罰を目撃したのにこれを制止せず黙認した別の教員に対し，

基本的人権尊重の理念について正しい理解を深めるよう啓発するとともに，学

校長に対し，教職員に対する指導・監督を徹底するなど，再発防止に向けた適

切な措置を講ずるよう要請した （措置： 勧告 「啓発 「要請 ）。 「 」 」 」

事例９ 中学校における体罰

中学生の生徒が，学校の教員から体罰を受け，その後不登校状態になったと

して，親から法務局の相談電話「子どもの人権１１０番」に相談がされた事案

である。

法務局の同席の下，学校側と生徒の親との間の話し合いの場が設けられ，そ

の場において学校側が行き過ぎた指導があったことを認めるとともに，再発防
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止のため教職員の管理監督に注意する旨約束し，生徒の不登校状態解消に向け

た支援策を講ずることとされ，両者の関係が改善された （措置： 調整 ）。 「 」

（学校におけるいじめ事案）

事例10 小学校におけるいじめ

小学生の児童が，同級生から無視されたり悪口を言われるなどのいじめを受

け，不登校となったにもかかわらず，学校が十分な対応を行わないとして，親

から法務局に相談がされた事案である（なお，親からの相談後，児童本人から

も，同趣旨の相談内容が書かれた「子どもの人権ＳＯＳミニレター （※）が」

送付された 。。）

法務局の調査の過程において，いじめについての認識が親と学校とで相違す

ることがうかがわれたため，法務局職員及び人権擁護委員立会の下で，両者の

話し合いの場を設けた。その結果，学校全体としてより一層いじめ防止策を講

じていくことや，児童の登校再開に向けて相互に連携を取っていくことが確認

されるなど，両者の関係が修復に向かった。その後，児童は徐々に登校するこ

とができるようになった。

また，法務局は，小学校からの依頼に基づき，人権擁護委員による「人権教

室」を実施した （措置： 調整 ）。 「 」

※「子どもの人権ＳＯＳミニレター」

全国の小中学校の児童・生徒を対象に配布している便箋兼封筒。便箋部

分に悩みごとを記入し，切り取った封筒の中に入れポストに投函すると，

。 ，最寄りの法務局に郵送される ＳＯＳミニレターを受け取った法務局では

人権擁護委員と法務局職員が子ども達の抱える様々な悩みごとに対し，一

通一通返事を書いている。
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「人権侵犯事件」統計資料（平成２６年）

中止 移送 啓発

総　合　計 23,062 1,344 21,718 9,303 11,692 10 44 664 5 21,718 20,105 37 695 455 1 - - 10 10 649 133 22 4 158 1,344

公 務 員 等 の 職 務 執 行 に 伴 う 侵 犯 事 件

6,847 882 5,965 2,024 3,430 2 1 503 5 6,320 5,353 12 518 441 1 - - 6 4 365 39 4 4 96 527

特別公務員による侵犯

警察官によるもの 248 34 214 133 81 - - - - 233 197 - - - - - - - - 36 - - - 1 15

その他特別公務員 18 3 15 13 2 - - - - 15 11 - - - - - - - - 3 1 - - - 3

教育職員による侵犯

体罰 1,011 437 574 135 98 - - 341 - 760 182 1 505 432 1 - - 5 - 49 5 2 - 45 251

その他 1,023 92 931 410 502 - - 18 1 947 849 1 8 6 - - - - - 69 15 1 1 19 76

学校におけるいじめ 3,931 168 3,763 1,040 2,588 2 - 131 2 3,838 3,750 6 4 3 - - - 1 1 65 8 1 1 24 93

刑務職員による侵犯 193 89 104 83 9 - - 12 - 144 49 - - - - - - - 1 90 4 - - 2 49

その他の公務員による侵犯

国家公務員 72 16 56 27 26 - - 1 2 68 47 - - - - - - - 1 17 1 - 2 - 4

地方公務員 315 42 273 165 107 - 1 - - 280 234 4 1 - - - - - - 36 5 - - 5 35

その他 36 1 35 18 17 - - - - 35 34 - - - - - - - 1 - - - - - 1
私　人　間　の　侵　犯　事　件

16,215 462 15,753 7,279 8,262 8 43 161 - 15,398 14,752 25 177 14 - - - 4 6 284 94 18 - 62 817

人身売買 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

売春に伴う侵犯 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

暴行虐待

家族間におけるもの

夫の妻に対するもの 1,531 2 1,529 494 1,031 1 - 3 - 1,529 1,526 - 1 - - - - - - 1 1 - - - 2

妻の夫に対するもの 86 - 86 27 59 - - - - 86 86 - - - - - - - - - - - - - -

親の子に対するもの 1,010 52 958 394 530 3 - 31 - 974 967 - - - - - - - 1 6 - - - - 36

子の親に対するもの 447 1 446 152 290 - - 4 - 445 443 - 1 - - - - - - 1 - - - - 2

その他 391 8 383 132 251 - - - - 388 382 3 - - - - - - - 3 - - - - 3

その他 741 9 732 288 429 1 - 14 - 714 697 2 2 3 - - - - - 9 2 - - 3 27

私的制裁 4 - 4 2 1 - - 1 - 3 3 - - - - - - - - - - - - - 1

医療に関する侵犯 236 8 228 139 87 - - 2 - 221 207 - - - - - - - - 13 1 - - 1 15
人身の自由関係

68 1 67 44 20 - - 3 - 61 58 - - - - - - - - 2 1 - - - 7

その他 7 2 5 1 3 - - 1 - 6 5 - - - - - - - - 1 - - - - 1

社会福祉施設関係

施設職員によるもの 250 51 199 70 69 - - 60 - 161 122 - 4 3 - - - - - 22 1 10 - 6 89

その他 48 1 47 21 24 - - 2 - 44 43 - - - - - - - - 1 - - - - 4

村八分 36 1 35 15 20 - - - - 31 30 - - - - - - - - 1 - - - - 5

差別待遇

女性に関するもの 47 - 47 23 24 - - - - 46 43 - - - - - - - - 2 1 - - - 1

高齢者に関するもの 77 - 77 34 43 - - - - 77 75 - - - - - - - - 2 - - - - -

障害者に関するもの 274 11 263 145 116 - - 2 - 250 220 3 - 1 - - - - 1 18 6 1 - 1 24

同和問題に関するもの 140 23 117 42 24 - 41 10 - 107 53 - 10 2 - - - - 1 15 2 - - 26 33

アイヌの人々に関するもの - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

外国人に関するもの 79 6 73 51 22 - - - - 70 63 - - 1 - - - 1 - 5 - - - 4 9

ＨＩＶ感染者等に関するもの 11 1 10 3 7 - - - - 10 9 - - - - - - - - 1 - - - - 1

刑を終えた人々に関するもの 17 2 15 10 5 - - - - 15 12 - - - - - - - - 3 - - - 1 2

その他 281 14 267 137 130 - - - - 251 226 2 - 1 - - - - - 20 2 - - 1 30

参政権に関する侵犯 2 - 2 - 2 - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

プライバシーに関する侵犯

報道機関等 10 - 10 8 2 - - - - 9 9 - - - - - - - - - - - - - 1

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等によるもの 1,433 104 1,329 1,102 217 - 1 9 - 1,143 948 - 157 - - - - - 2 9 30 - - - 290

相隣間に関するもの 276 8 268 110 158 - - - - 258 245 3 - 1 - - - - - 6 3 - - 2 18

その他 517 45 472 256 214 - 1 1 - 480 418 3 - - - - - 2 1 42 9 2 - 10 37

集会，結社および表現の自由 4 - 4 2 2 - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - 2

信教の自由に対する侵犯 42 - 42 32 10 - - - - 20 20 - - - - - - - - - - - - - 22

教育を受ける権利への侵犯 7 - 7 3 4 - - - - 6 6 - - - - - - - - - - - - - 1

労働権に対する侵犯

不当労働行為 35 - 35 12 23 - - - - 35 35 - - - - - - - - - - - - - -

労働基準法違反 95 - 95 52 42 1 - - - 95 95 - - - - - - - - - - - - - -

その他 2,152 37 2,115 1,203 910 1 - 1 - 2,078 2,020 - - - - - - - - 44 11 2 - 3 74

住居・生活の安全に関する侵犯

自力執行 26 - 26 12 14 - - - - 26 25 - - - - - - - - - 1 - - - -

相隣間におけるもの

小公害 518 4 514 164 350 - - - - 517 512 1 - - - - - - - 3 1 - - - 1

その他 1,273 14 1,259 453 805 - - 1 - 1,232 1,206 5 - - - - - 1 - 11 7 - - 2 41

公害 24 - 24 6 18 - - - - 24 24 - - - - - - - - - - - - - -

不動産 419 1 418 170 247 - - 1 - 417 417 - - - - - - - - - - - - - 2

その他 1,038 23 1,015 404 611 - - - - 1,032 1,008 1 - - - - - - - 15 8 - - 1 6

強制強要

家族間におけるもの

夫の妻に対するもの 435 1 434 139 292 - - 3 - 434 433 - - - - - - - - - 1 - - - 1

妻の夫に対するもの 93 - 93 29 64 - - - - 93 93 - - - - - - - - - - - - - -

親の子に対するもの 175 1 174 65 107 - - 2 - 173 170 - - - - - - - - 1 2 - - - 2

子の親に対するもの 145 - 145 48 96 1 - - - 145 144 1 - - - - - - - - - - - - -

その他 258 1 257 110 146 - - 1 - 257 255 - - - - - - - - 2 - - - - 1

セクシュアルハラスメント 346 9 337 141 195 - - 1 - 344 331 - 2 2 - - - - - 7 3 - - 1 2

ストーカー 264 - 264 125 137 - - 2 - 264 264 - - - - - - - - - - - - - -

その他 639 16 623 285 336 - - 2 - 621 607 1 - - - - - - - 10 1 2 - - 18

組織または多衆の威力による侵犯 26 2 24 9 15 - - - - 25 23 - - - - - - - - 1 - 1 - - 1

交通事故 19 - 19 11 8 - - - - 19 19 - - - - - - - - - - - - - -

犯罪被害者 5 - 5 4 1 - - - - 5 5 - - - - - - - - - - - - - -

その他 158 3 155 100 51 - - 4 - 153 146 - - - - - - - - 7 - - - - 5

  措             置
件　　　　　　　名

総　計

総　計

処　理　内　訳

通告 告発調整 説示要請

未済関係行
政機関
の通報

情報 移送
処理件数 措置

猶予

侵犯
事実
不存
在

侵犯
事実
不明
確

打
切
り勧告援助

精神保健法関係

総数 旧受 新受計

手　続　開　始　内　訳

申 告

職員受 委員受

委員
通報
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○　設置目的

○　各年の利用件数と主な相談内訳

平成 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年

相談内訳

暴 行 虐 待 2,285 2,241 2,447 2,657 2,369 2,003 2,183 2,111 1,813 1,676

強 制 ・ 強 要
（セクハラ・ストーカー除く）

2,758 2,404 2,004 2,271 2,195 1,920 1,501 1,307 1,254 1,312

セ ク ハ ラ 705 707 545 447 446 355 413 402 334 412

ス ト ー カ ー 286 257 281 379 291 301 321 328 438 383

そ の 他 18,287 19,676 17,292 18,243 18,125 18,710 17,590 17,572 17,280 17,250

合計（件） 24,321 25,285 22,569 23,997 23,426 23,289 22,008 21,720 21,119 21,033

○　利用件数の推移

　男女共同参画社会基本法の制定を踏まえ，性差別に起因する人権侵害の被害者の救済を推進するため，平成１２年７月３日，全国５０の法務
局・地方法務局の本局に，専用相談電話「女性の人権ホットライン」を設置し，夫やパートナーからの暴力，職場等におけるセクシュアル・ハ
ラスメント，ストーカー行為等様々な女性の人権問題をめぐる相談を専門的に受ける体制を整備したもの。また，相談者の利便の更なる向上の
ため，平成１８年４月から，電話番号を全国共通としている。

「女性の人権ホットライン」統計資料（平成１７年～２６年）
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○　設置目的

○　各年の利用件数と主な相談内訳

平成 １７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年

相談内訳

暴 行 虐 待 344 359 690 722 688 741 697 776 669 728

い じ め 1,175 2,582 4,728 3,517 3,345 3,447 3,320 4,287 4,097 3,384

体 罰 等 1,175 1,905 2,915 2,467 2,329 2,700 2,415 3,114 3,463 2,913

そ の 他 6,433 8,039 14,587 14,647 16,485 20,822 19,482 20,207 20,618 18,686

合計（件） 9,127 12,885 22,920 21,353 22,847 27,710 25,914 28,384 28,847 25,711

○　利用件数の推移

「子どもの人権１１０番」統計資料（平成１７年～２６年）

　子どもをめぐる人権問題は，周囲の目につきにくいところで起こっていることが多く，被害者である子ども自身も，身近な人に話しにくいといった状況
があることから，子どもが発する信号をいち早くキャッチし，その解決に導くため，全国５０の法務局・地方法務局に，専用相談電話「子どもの人権１１
０番」を設置し，いじめ，体罰，児童虐待等をはじめとした子どもの人権問題をめぐる相談を専門的に受ける体制を整備したもの。また，相談者の利便の
更なる向上のため，平成１８年４月から電話番号を全国共通とし，平成１９年２月からフリーダイヤル化している。
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（別添５）

新規救済手続開始件数からみた特徴

１ インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件の増加

平成２６年中に法務局・地方法務局において取り扱ったインターネット上の

人権侵害情報に関する人権侵犯事件の事件数は，前年の９５７件を上回る１，

４２９件（４９．３％増加）で，過去最高
*1
の件数となった。

このうち，プライバシー侵害事案が７３９件，名誉毀損事案が３４５件とな

っており，この両事案で全体の７５．９％を占めている。

なお，平成２６年において，この両事案に関し，当機関がプロバイダ等に対

し要請を行ったものは１５２件である。

具体的には，インターネット上の動画投稿サイトに，中学生の子どもの学校

名，学年及び氏名を特定した上で，「汚い」「死ね」などと中傷する内容の動画

が掲載されていた事案について，法務局から当該動画投稿サイトの管理者に対

して削除要請を行ったものなどがある（別添１事例２）。

〔参考〕人権侵犯事件の調査処理

法務局・地方法務局では，人権相談等により人権侵害の疑いのある事案を認知した場

合には，人権侵犯事件として調査救済手続を開始し，被害者の実効的救済に取り組ん

でいる。

インターネット上に流通する人権侵害情報は，一般に伝播性が高く，重大な被害を生

じさせるおそれがあることから，特に迅速な対応に努めている。具体的には，人権擁

護機関が被害者からの被害申告を受けた場合，速やかに該当するインターネット上の

人権侵害情報を確認し，必要に応じて被害者や関係者から事情を聴くなどの調査を行

うとともに，法令・判例に照らして違法性の有無を判断し，名誉毀損やプライバシー

侵害などとして違法性が認められる場合には，人権擁護機関から，プロバイダ等に対

して当該情報の削除を要請している。
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*1 平成13年から実施している現行の統計報告要領において，過去最高となる。

*2 同上
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２ 差別待遇に関する人権侵犯事件の増加

平成２６年中に法務局・地方法務局において取り扱った差別待遇に関する人

権侵犯事件の事件数は，前年の６３０件を上回る８６９件（３７．９％増加）

となった。

このうち，障害者に関する事件の割合が３０．３％（２６３件）と高い割合

を占めており，次いで，同和問題に関する事件（１３．５％（１１７件）），

高齢者に関する事件（８．９％（７７件））の順で高い割合を占めている。

３ 社会福祉施設に関する人権侵犯事件の増加

平成２６年中に法務局・地方法務局において取り扱った社会福祉施設に関す

る人権侵犯事件の事件数は，前年の２０８件を上回る２４６件（１８．３％増

加）で，過去最高*2の件数となった。
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（別添６）

東日本大震災に関する法務省の人権擁護機関の取組状況について

１ 人権相談への対応

放射線被ばくについての風評等に基づく差別的取扱い等，震災に伴って生

起する様々な人権問題に関する人権相談に対応している。

（１）相談所の開設状況

法務局，地方法務局及びその支局（以下「法務局等」という。）の人権

相談窓口において，面談や電話等による人権相談に応じている。

また，東北地方等の被災地のみならず，避難先となった地域においても，

震災発生から平成２６年１２月末までに，全国８５８か所で延べ４５８２

回特設相談所を開設し，被災者等からの人権相談に対応した。

（２）相談の概要

震災発生から平成２６年１２月末までに法務局等に寄せられた東日本大

震災に関連する人権相談件数は，９０９件となっている（別表）。

＜事例＞仮設住宅に住んでいるが，匿名で被災者である自分と子どもを中

傷する内容の手紙が届き，悩んでいる。どのようにしたらよいか。

（３）「子どもの人権ＳＯＳミニレター」による相談

法務局等に寄せられた東日本大震災に関連する人権相談９０９件のう

ち，ＳＯＳミニレターにより寄せられた人権相談件数は，６６件となって

いる（別表）。

＜事例＞元気で明るかった親友が，震災のショックからか，いつも泣いた

り怒ったりしている。何かよい対策があったら教えてほしい。

２ 人権侵犯事件への対応

法務局等に寄せられた人権相談について，その内容から人権侵害の疑いの

ある事案を認知した場合には，人権侵犯事件として調査救済手続を開始し，

被害者の実効的救済に取り組んでいる。

震災発生から平成２６年１２月末までに法務局等で取り扱った東日本大震

災に関連する人権侵犯事件数は，６８件となっている（別表）。



別　表

総数 ミニレター（内数）
東京 28 4 5
横浜 28 7 0
さいたま 7 0 0
千葉 0 0 0
水戸 1 0 0
宇都宮 8 2 0
前橋 0 0 2
静岡 2 0 0
甲府 3 0 1
長野 1 0 0
新潟 7 0 2
大阪 17 4 0
京都 0 0 1
神戸 0 0 0
奈良 0 0 0
大津 1 0 0
和歌山 0 0 0
名古屋 8 0 2
津 0 0 0
岐阜 3 1 0
福井 2 1 0
金沢 2 0 0
富山 0 0 0
広島 0 0 0
山口 0 0 0
岡山 1 1 0
鳥取 0 0 0
松江 0 0 0
福岡 18 4 1
佐賀 0 0 0
長崎 0 0 0
大分 1 0 1
熊本 0 0 0
鹿児島 0 0 0
宮崎 0 0 0
那覇 1 0 0
仙台 335 9 32
福島 262 21 15
山形 1 1 0
盛岡 134 11 6
秋田 3 0 0
青森 8 0 0
札幌 0 0 0
函館 1 0 0
旭川 0 0 0
釧路 0 0 0
高松 0 0 0
徳島 0 0 0
高知 0 0 0
松山 0 0 0
本省 26 0 0
合計 909 66 68

東日本大震災に関する法務省の人権擁護機関の取組状況

（平成２３年３月１１日～平成２６年１２月３１日）

局名
人権相談

人権侵犯事件数相談件数


	③人権侵犯事件統計資料（図１～１１）
	Sheet1

	別添２
	統計資料

	別添３
	別添３（女性ホットライン）

	別添
	別添４（子ども１１０番）

	別添６
	報道発表資料


